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1 学位論文題目

The Power of Buyer-Supplier Relationship in the Foreign Direct Investment 

Behavior of Ancillary Firms: The Case of Japanese Automobile Parts Manufactures 

Affiliated to Mazda Motor Corp_ 

2. 論文概要

我が同の自動車メーカーの海外進出と海外生産が増加しているが、これに伴い、部品メ

ーカー(サプライヤー)の海外進出も盛んになってきている。我が同の自動車産業はいわ

ゆる系列といった強固な企業間関係を持つという特色があり、自動車メーカー(バイヤー)

の海外進出が部品メーカー(サプライヤー)の海外直接投資活動にも影響を与えると考え

られる。本論文ではハイヤーとサプライヤーの関係が後者の直接投資にどのような影響を

及ぼすかをマツダのサプライヤーの中国進出を例にとり実証的に分析したものである。従

来は既に海外進出を果たした企業を対象とした研究が大半を占めており、本国に留まるこ

とを選択した企業についてはほとんど言及されてこなかった。本研究においては両者を含

む包括的な議論が行われている。

第 1章は導入部である。我が問自動車産業の海外進出が噌大する状況を踏まえ、系列

関係など我が国特有の企業間関係が特にサプライヤーの海外進出に影響を与えているとい

う議論が従来からなされてきた。しかし、これらの議論では、サプライヤーが直接投資と

いう意思決定をするプロセスやサプライヤーの自主的な判断という点が見逃されているロ

筆者はこれらをも包含した議論の必要性を提示し、マツダのサプライヤーの中間進出に焦

点を当て、分析を進める。そのために本章ではその方法論をまず提示している。基本的に

は文献レピュウと事実確認から仮説を設定し、これを検証するというものである。

第 2章は事実確認と文献レビュウである。まず、これまでの我が国自動車産業の海外

進出についてその全体像を示めしている。これに続いて文献レピュウでは孜が国の協力企

業(下請け企業)の海外直接投資に関する理論の整理を行っている。具体的には内部化理

論、経済地i里学、模倣行動を取り上げ、詳細な先行研究のレピュウを行い、かっ、 3つの

理論の相互関係にも言及している。その上で、既存の研究はバイヤーの立地とサプライヤ

ーの立地に重点を置いているが、両者の関係がサプライヤーの意思決定にどのような影響

を与えているかには言及していないことを指摘している。



第 3章では検証すべき仮説を提示している。仮説の構築に際しでは広島におけるマツ

ダのサプライヤーでのヒアリングとアンケート調査から得られた情報を用いている。マツ

ダとサプライヤーと聞の資金市の関係、特化した資法(機械設備等)、株式出資比率、人

的な交流(技術者の日常の接触、マツダ退職者の受入等)、知識の共有(デザイン・イン

等の製品の開発段階でのサプライヤーの参加)、製品の取引、サプライヤーの海外での事

業経験、企業の能力をとりあげ、以下の仮説を構築した。

仮説 1 サプライヤーが特定のバイヤーに追随して海外直接投資を行う傾向は国内での当

該パイヤ一向けの生芹ω坂売)比率とともに減少する。

仮説 2 サプライヤーが特定のバイヤーに迫随して海外直接投資を行う傾向は当該ノミイヤ

一出身者の数とパイヤーとの取引期間の長さにより増加する。

仮説 3 サプライヤーが特定のバイヤーに追随して海外直接投資を行う傾向は取引の密度

(ここでは部品の点数や車種の多さで測定する)とともに増加する。

仮説 4a サブライヤーが特定のバイヤーに追随して海外直接投資を行う傾向は当該パイ

ヤーとの他の毘々でのビジネス経験とともに増加する。

仮説 4b サプライヤーが特定のバイヤーに追随して海外直接投資を行う傾向は当該ノ〈イ

ヤーとの特定国でのビジネス経験とともに増加する。

仮説 4c サプライヤーが特定のバイヤーに追随して海外直接投資を行う傾向は企業規模

(資本金)ととともに増加する。

第 4章では白iT章で提示された仮説を検証するためのデータの抽出とモデルの構築を行

っている。マツダのサプライヤーの数値をもとに 2001年、 2003年、 2005年のサプライ

ヤーのデータから 464のサンフ。ノレを抽出し、プロピット・モデルを用いて解析を行って

いる。その際、時系列での変化とサプライヤーによる投資の意思決定は進出の 1年前に

は行われていると想定している。

第 5章 cはそれぞれの仮説の検証を順次提示している。仮説 1、2、3、4aは支持され

たが、 4b及び 4cについては支持されなかった。仮説 1は一般にサプライヤーがバイヤー

に依存するほど、バイヤーに追随する直接投資が行われるという考え方に反するものであ

る。ただし、バイヤーの直後、間接の関与があった場合はここでは想定されていない。仮

説 2、3についてはマツダとサプライヤーとの人的なつながりや、製品特性や部品点数が

プラスの影響を与えていることが確認された。仮説 4aも既存の研究が示したように海外

での経験が新規の直接投資にプラスの影響を及ぼしていることが確認された。 }jで、仮

説 4bは巾国における過去のビジネスの経験は影響を及ぼさないとするものである。そし

て仮説 4cについては、企業規模はサプライヤーの直接投資に影響を及ぼさないというも

のであるが、この点、については慎重な解釈が必要であるとしている。
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第 6章は要約と結論である。 企業間関係の強さに重きを置きがちな既存の研究との違

いを述べ、本研究の理論面でのありうべき貢献に言及し、さらに、政策担当者にとっての

インプリケーションが述べられている。

3. 所見

(1) 論文テーマの重要性

我が国製造業企業の海外進出は国内市場の縮ノト、経済のグローパノレ化や新興国の市場開

拓などにより、引き続き活発な状況にある。特に自動車産業においては世界レベルでの競

争が激化し亡おり、セットメーカーのみならず、部品メーカーの海外進出が盛んである。

本研究は自動車産業の細野を形成する部品メーカーの海外進出の実像をマツダの協力会社

を対象として実証分析したものであるロこれまで自動車部品メーカーは系列関係にあるセ

ットメーカーに従属的に追随して海外進出をはかるとし寸議論が多く見られたが、これは

物事の一同のみを強調しすぎるものである。日本の自動車産業において企業間関係が強い

ことは事実であるが、より、客観的にバイヤーとサプライヤーの関係と部品メーカーの直

接投資行動を分析することの学術的価値は高い。

( 2) 論述の一貫性

研究の背長から始まり、研究課題の提示、研究方法の構築を第 1章で述べた後に、事

実確認、詳細な先行研究のレヒ、ユウへと続く。企業から得た情報と先行研究から仮説を導

き出し、仮説を検証するためのモテ、ルの構築及びモテソレを用いた解析へと続く流れもオー

ソドックスなものである。そして、解析結果について検討を加え、結論へと導く手法も論

理的であるロ論文全体を通じて、客観的な視点と分析を心がけ、論旨も首尾一貫したもの

となっている。

( 3) 先行研究及び関連分野に関する理解

本論丈の第 2章において詳細な文献レピュウが行われている。バイヤー E サプライヤ

ー関係の基礎となる企業間関係に関する研究、多国籍企業研究の主流の理論となっている

内部化理論への言及のみならず、企業行動や経済地理学などの関連分野についても広く先

行研究をレヒ、ュワしている。また、これらの文献レヒ、ュウと企業からの情報をもとに仮説

を構築しているが、先行研究及び関連分野に関する充分な理解の上に立ったものとなって

し、る。

(4 )研究方法の妥当性

研究課題の設定、文献レピュウ、仮説の提示、モデルの構築と解析、解析結果の検討と
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いう、実証研究としてはオーソドックスな方法をとっている。仮説の提示に際し、文献の

みならず、企業ぜのヒアリング等から得た生の情報を活用しようとした観点は社会科学の

研究にとって非常に重要なものである。また、本研究で構築されたモデノレは今後、他の自

動車メーカーの協力会社を含む研究へと拡張することが可能なものである。本論Jとで進め

られた研究方法は妥当なものぜある。

( 5 )独創性

従来、我が国の自動車部品メーカー(サフ。ライヤー)の海外進出については、系列に代表

される強固な企業間関係に基づき、セットメーカー(バイヤー)に追随するように海外進

U¥を行うとしザ考え方が根強くあったが、本論文ではとのような回定観念にとらわれず、

企業は独自の意思決定を行うとし寸前提のもとに研究を進めている。これにより、より客

観的な自動車部品メーカーの海外進出要因を考察することが可能となった。

また、これまでの当該分野の研究の大半が既に海外進出を果たした企業を対象としたも

のであったが、本論文では海外進出をせず、国内に留まること選択した企業も含めた研究

となっている。両者の比較という視点が加わり、この点も本論文の独創性を示すものであ

り、かっ、その学術的価値を高めるものとなっている。

( 6 )体裁

本論文の構成、本文の記述、脚注、 Appendix、参考文献の提示などは学術論文として

適切なものであり、論文の体裁について問題はない。

以上の所見より、本論文は本学商学研究科において博士号を授与するに十分なレベルに

達していると判断される。
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